
平成 12年（2000年）長崎県の経済構造 

Ⅰ 県経済の構造分析 

１．概要 

平成 12年長崎県産業連関表から長崎県経済を概観すると、次のとおりである。 
 
まず供給側からみると、平成 12年に供給された財貨・サービスの合計は 10兆 5,377億
円（平成７年比 3.6％減）となった。このうち、県内生産額は 7兆 9,085億円（同 4.0％減）、
輸移入は 2兆 6,292億円（同 2.4％減）となった。 
 県内生産額は、生産活動に用いられる原材料などの中間投入部門と、雇用者所得・営業

余剰などの粗付加価値部門からなり、中間投入部門は3兆3,501億円（平成7年比6.1％減）、
粗付加価値部門は 4兆 5,584億円（同 2.4％減）であった。生産額に占める中間投入額の割
合（中間投入率）は 42.4％となり、平成 7年と比較して、0.9ポイント低下した。 
 また、県内生産額は、農林水産業、鉱業、製造業、建設業、電力・ガス・熱供給及び事

務用品による財貨の生産とそれ以外の産業によるサービスの生産からなり、財貨の生産は 2
兆 9,721 億円（平成７年比 11.0%減）、サービスの生産は 4 兆 9,364 億円（同 0.8%増）で
あった。 
 
 次に、需要側からみると、平成 12年の財貨・サービスの総需要（中間需要＋最終需要）
は 10兆 5,377億円（総供給と同額）、このうち、中間需要部門が 3兆 3,501億円（中間投
入と同額）、最終需要部門が 7兆 1,876億円（平成７年比 2.4％減）となった。 
 最終需要部門は、消費・投資からなる県内最終需要と県外への輸移出からなり、県内最

終需要は 5兆 2,015億円（同 0.5%増）、輸移出は 1兆 9,861億円（同 9.1%減）となった。 
 
 最後に県際構造をみると、輸移出が 1 兆 9,861 億円（平成７年比 9.1％減）、輸移入が 2
兆 6,292億円（同 2.4％減）で、差し引き 6,431億円の輸移入超過となり、平成 7年の 5,079
億円より 1,352億円増加した。 
 
 
 
 
 
 
 



図１－１ 平成１２年長崎県産業連関表からみた財貨・サービスの流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



図１－２ 県経済の規模と循環 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



２．生産構造 

 
平成１２年の県内生産額は、7兆 9,085億円で平成７年の 8兆 2,369億円に比べ 4.0％減

少した。全国に占める割合は、全国生産額 958兆 8,865億円の 0.82％となり、平成７年の
0.88％を 0.06ポイント下回った。 
産業別には第１次産業が 3,010億円（平成７年比 15.2%減）、第２次産業が 2兆 3,000億

円（同 12.3%減）、第３次産業が 5 兆 2,578 億円（同 1.3%増）となった。構成比を平成７
年と比較すると、第１次産業が 0.5ポイント、第２次産業が 2.7ポイント低下したのに対し、
第３次産業が 3.5ポイント上昇し、全国的な傾向と同じく産業のサービス化が進んでいる。 
部門別にみると、構成比の高い部門は、建設 10.2％、商業 9.1%、医療・保健・社会保障・

介護 8.3%であった。構成比を平成７年と比較すると、医療・保健・社会保障・介護が 1.9
ポイント、公務が 1.6ポイント、対事業所サービスが 1.5ポイント上昇し、建設が 1.8ポイ
ント、不動産が 1.4ポイント、繊維製品が 1.3ポイントとそれぞれ低下した。また、伸び率
の高い部門は、通信・放送 35.1％、公務 31.9%、石油・石炭製品 31.1%であった。 
 
 
図２－１ 生産の産業別構成比 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



表２－１ 県内生産額（３４部門） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



３．投入構造 

 
 投入構造とは、財貨・サービスの生産のために用いられた原材料、雇用者賃金などの費

用構成のことであり、その性質から原材料、燃料などの中間投入と、人件費、利潤などの

粗付加価値とに分けられる。 
 平成１２年の県内生産額 7兆 9,085億円を生み出すための中間投入額は 3兆 3,501億円
（構成比 42.4％）で、その結果生じた粗付加価値額は 4兆 5,584億円（同 57.6％）であっ
た。県内生産額は平成７年から 4.0%減少し、中間投入額は 6.1%、粗付加価値額は 2.4%と
それぞれ減少した。 
これを中間投入率と粗付加価値率についてみると、中間投入率が 42.4%で平成 7 年に比
べて 0.9ポイント低下し、粗付加価値率は 57.6%で 0.9ポイント上昇した。全国の中間投入
率と比較すると、3.4ポイント下回った。 
 中間投入率を部門別にみると（事務用品・分類不明除く）、割合の高い部門は、船舶・同

修理 72.3%、電気機械 70.5%、食料品 68.0%と続き、平成７年同様製造業の占める割合が
大きい。 
粗付加価値率を部門別にみると、不動産 88.0%、教育・研究 86.1%、公務 76.1%など平
成７年と同じく第３次産業が高くなっている。 
 次に、粗付加価値を項目別にみると、家計外消費支出 1,560 億円（構成比 2.0％）、雇用
者所得 2兆 4,730億円（同 31.3％）、営業余剰 8,375億円（同 10.6％）、資本減耗引当 8,583
億円（同 10.9％）、間接税 2,760 億円（同 3.5％）、経常補助金▲424 億円（同▲0.5％）と
なった。平成７年からの伸び率では、資本減耗引当が 28.4％、経常補助金が 25.8％増加し、
家計外消費支出が 8.6%、雇用者所得が 5.0%、営業余剰が 14.5%、間接税が 2.0%とそれぞ
れ減少した。 
 
＜中間投入率＝中間投入額／県内生産額、粗付加価値率＝粗付加価値額／県内生産額＞ 
 
表３－１ 県内生産額の構成と伸び 

 
 
 
 
 
 
 
 



表３－２ 中間投入額と粗付加価値額（３４部門） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



図３－１ 中間投入率と粗付加価値率 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



４．需要構造 

 
 需要構造とは、各産業が生み出した生産物が、次の生産のための中間生産物として各産

業に購入される中間需要と、家計等によって最終生産物として購入される最終需要とに分

けられる。各産業や家計等にどれだけ売られたか、すなわち生産物の販路構成を示すもの

である。 
平成１２年における本県の総需要（需要合計）は、10兆 5,377億円で、そのうち中間需

要は 3兆 3,501億円（構成比 31.8％）、県内最終需要は 5兆 2,015億円（同 49.4%）、輸移
出は 1 兆 9,861 億円（同 18.8%）であった。総需要の構成比を平成７年と比較すると、中
間需要が 0.8ポイント、輸移出が 1.2ポイント低下し、県内最終需要が 2.0ポイント上昇し
た。平成７年と比べると、県内最終需要は 0.5%増加したのに対し、総需要は 3.6％、中間
需要は 6.1％、輸移出は 9.1％とそれぞれ減少した。 
 総需要の構成について、中間需要率を部門別にみると割合の高い部門は、非鉄金属

（95.3%）、鉄鋼（92.1%）、鉱業（86.4%）で、県内最終需要率では、公務（99.0%）、医療・
保健・社会保障・介護（97.6%）、建設（89.9％）が高い割合となった。 
 次に、最終需要部門を項目別にみると、家計外消費支出 1,560 億円（構成比 1.5％）、民
間消費支出 2兆 5,803億円（同 24.5％）、一般政府消費支出 1兆 2,334億円（同 11.7％）、
総固定資本形成１兆 2,937億円（同 12.3％）、在庫純増▲619億円（同▲0.6％）、輸移出 1
兆 9,861 億円（同 18.8％）となった。平成７年からの伸び率でみると、一般政府消費支出
が 23.4%増加し、家計外消費支出が 8.6%、民間消費支出が 0.2%、総固定資本形成が 8.4%、
在庫が 783.7%、輸移出が 9.1%とそれぞれ減少した。 
 
＜中間需要率＝中間需要額／総需要（需要合計）、 
県内最終需要率＝県内最終需要額／総需要（需要合計）＞ 

 
表４－１ 総需要の構成と伸び 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



表４－２ 需要構造（３４部門） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



図４－１ 総需要（需要合計）の構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



５．県際構造 

 
 平成１２年の輸移出は 1兆 9,861億円、輸移入は 2兆 6,292億円で、差し引き 6,431億
円の輸移入超過となった。輸移出率は 25.1％、輸移入率は 30.7%となり、平成７年と比較
すると、輸移出率が 1.4ポイント低下し、輸移入率も 0.1ポイント低下した。 
 県際構造を産業別にみると、第１次産業が 1,056 億円、第３次産業が 728 億円の輸移出
超過となり、第２次産業が 8,204億円の輸移入超過となった。 
 さらに部門別でみると、輸移出率が大きい部門は、船舶・同修理（98.8%）、一般機械
（97.9%）、繊維製品（95.2%）などで、輸移入率が大きい部門は、その他の機械（98.8%）、
非鉄金属（98.7%）、化学製品（98.4%）などであった。輸移出超過額が大きい部門は、船
舶・同修理 2,265 億円、電力・ガス・熱供給 2,025 億円、一般機械 946 億円などで、輸移
入超過額が大きい部門は、その他の機械 1,585 億円、化学製品 1,567 億円、その他の製造
工業製品 1,496 億円となった。全部門でみると、輸移出・輸移入がない３部門を除くと、
３１部門中２１部門が輸移入超過で、１０部門が輸移出超過となった。 
 
＜輸移出率＝輸移出額／県内生産額、輸移入率＝輸移入額／県内需要額、 
県内需要額＝中間需要＋県内最終需要＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



表５－１ 県際構造（３４部門）・輸移出 

 
 
 
 



表５－２ 県際構造（３４部門）・輸移入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



表５－３ 県際構造（３４部門）・県際収支 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 


